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研究成果の概要（和文）： 
大阪府南部の泉州地域を主な対象として繊維産業の集積拡大と衰退の過程を考察した。そし

て、この産業集積を今後の大都市圏政策の中にどのように位置づけるべきかを検討した。泉州

地域の繊維産業は、明治以降の日本の経済成長と政府の政策、そして大都市圏の再編という歴

史的経路の中で成長し、縮小した。現在のこの産業は大都市圏政策よりもむしろ、中小企業政

策の枠組みから支援してゆくべきだろう。 
 
研究成果の概要（英文）： 

Textile industries in southern Osaka prefecture were analyzed to consider a processes 
of restructuring industrial agglomerations in a metropolitan region. Industrial 
agglomerations have been grown up and decreased in accordance with economic 
reformation of the region. Policy for the industries should be implemented in a framework 
for small businesses rather than metropolitan policy.    
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１．研究開始当初の背景 
 関西は、日本経済を構成する主要な地域経

済である。しかしながらこの地域は、国内の

他地域にもまして企業流出と産業構造の転

換、そして経済のグローバル化の影響を強く

受けてきた。そうした影響を最も顕著に受け

たのが、かつては繊維産業の複合的な集積地

として知られていた大阪府内の南部地域（以
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下、泉州地域）である。今日では関西国際空

港も立地する泉州地域は、かつて明治以降の

関西産業の勃興期に各種の繊維産業が成長

し、拡大した。泉州地域の繊維関連産業は、

20 世紀に入って成長し、第二次世界大戦をは

さんで高度経済成長期まで拡大が続いた。 

 本研究の代表者と分担者は、かつて 1970

年代に泉州地域の繊維産業について共同研

究をしたことがある。その共同研究とは、大

阪市立大学の春日茂男先生を指導教員とす

る大学院ゼミの関連研究で、綿織物・毛布・

紡績業などの泉州地域の主要業種を分担し

て、実態を調査した。当時はすでに繊維生産

のピークを過ぎてはいたが、生産活動はまだ

活発であった。当時収集した資料を活用する

ことによって、当該産業が活発であった時期

の産地構造をより正確に把握できた。 

 
２．研究の目的 
日本の産業集積は再編が続き、崩壊の危機

に直面している。本研究は、このような事態

に対応するために、大阪府の泉州地域を主な

対象として繊維産業の集積拡大と衰退の全

過程を分析対象とする。そして、大都市圏内

における産業集積の再編過程を考察し、都市

化の経済の中で中小企業による工業集積が

どのように再編されるか分析する。 

従来から論議されてきた産業集積論は、理

論的な面でも実証的な面でもすでにかなり

のレベルに達している。しかも、地理学のみ

ならず経済学や経営学でも研究が進められ

ている。ところが、その研究の多くは産業集

積を成立させる条件と集積を維持するため

のメカニズムに関するものであり、産業集積

の衰退に関する研究はあまりない。そこでこ

の研究は、京阪神大都市圏（以下、大阪圏）

における泉州地域を主な対象地域として、繊

維産業の動向と都市化及び都市再編の関係

を総合的に分析する。 

 
３．研究の方法 
本研究は、次の 3つの実施計画を踏まえて

推進する。すなわち、（１）基礎理論の検討、

（２）実態調査と報告書の作成、（３）政策

論的考察である。第 1の理論的検討は、研究

対象とする産業集積が、大阪圏という大規模

な地域経済の一部分を構成していることか

ら必要である。泉州地域の繊維関連産業の拡

大と衰退の全過程を検討し、さらに泉州地域

を含む大阪圏の大都市圏政策を考察するた

めには、泉州の産業集積のみを考察するだけ

では充分ではない。 

本研究は、繊維工業集積地の成長と衰退が

より大規模な地域経済の再編の中で起こっ

ていることを明確に把握する必要がある。こ

のためには歴史的経過と政府等の政策すな

わち制度の問題、そして経済地理学の方法論

の新展開をも考慮すべきだろう。さらにまた、

産業集積の成長と衰退を考えるためには、都

市集積などの新たな概念の導入が必要であ

る。 

 
４．研究成果 

１）基礎的理論の検討  

産業集積に関しては、集積を維持するメカ

ニズムの研究ばかりでなく、集積内と集積外

との連関関係の研究なども進展している。あ

る産業集積が成立し、変化してゆく際には、

当該集積を取り巻く外部条件が大きく作用

するが、本研究では集積の外部性を検討する

ための都市概念を整理する。ここでは、泉州

という繊維機業地を含む大規模な地域経済

としての大阪圏が問題となる。大都市圏は産

業と人口がより高密度に集積し、しかも生

産・流通・消費の経済循環が一定程度完結す

る。これを大都市集積と表現しておきたい。

この研究は、理論的には大都市集積の中の小

規模な産業集積の再編を検討するという位



 

 

置づけとなる。大阪圏という大規模な都市集

積の中の縁辺部に泉州機業地という繊維産

業の集積地区が成長し、やがて大都市集積の

再編の過程で縮小した。 

近年では大都市集積と外部経済の概念を

用いた研究も展開されるようになったが、産

業集積や都市集積の概念については、近年論

議が進展している進化経済地理学の観点か

らも考察するべきだろう。進化経済地理学に

ついては、Economic Geography誌が 85巻 2
号（2009年）で特集を組むなど進展してい

る。その中心概念のひとつが経路依存性であ

る。この点に関連して、今回の研究の参考に

なる見方を Phelps & Ozawa（2003）が提供

している。彼らは、18 世紀後半から 20 世紀

後半にかけての先進国の工業化とその再編

過程を次のように説明した（Progress in 

Human Geography27-5）。つまり産業革命

の初期段階には、農業と工業の２つの産業部

門が連携した工業化（アダム・スミス型）が

進展し、やがてマ－シャル型の工業都市モデ

ルへと変化した。そして 20 世紀後半になる

と、それが工業とサービス業の連関による新

たな２産業モデルへと変化した。これはアダ

ム・スミスの２産業部門の見方に近い。 

後に若干検討するように、経路依存性は、

３つの下位概念（１技術的ロックイン、２収

穫逓増、３制度的履歴）から構成されている

が、ここでは新制度派経済学も注目する制度

の概念を重視したい。またこの概念を、現代

世界において空間的次元で比喩的に考えれ

ば次のようにみることもできよう。つまり、

急速な工業化段階のアジアの大都市圏はマ

ーシャル型、西欧や北米の先進国の大都市圏

の工業は、工業とサービス業の連携によって

成立している。このような考え方を日本に当

てはめると、大都市圏は急速な工業化過程を

終了し、２産業モデルの新スミス型への移行

期にある。 

 

２）泉州地域の繊維産業集積 

泉州地域の繊維産業集積が明治以降に成

長し、やがて衰退した過程を把握した。その

詳細については報告書を作成し、公表した

（巻末の HP アドレスを参照）。 

泉州地域は、日本の産業革命期以降に同じ

く綿産地であった大阪府東部の河内地域と

競合しながら、綿織物生産地としての地位を

確立した。泉州は、第二次世界大戦後も消費

需要の拡大と輸出の増加によって複合的繊

維産地としてさらに成長した。しかし日米間

の繊維貿易の交渉を契機として、製品により

1970 年代から 80 年代をピークに次第に集積

規模が縮小してきた。そして 1990 年代に入

ると、海外から競合製品の大量輸入が始まり、

同じ大都市圏内の他地区に遅れて進展した

都市再編の過程で、次第に生産規模を縮小し

た。こうした事態を本研究の枠組みで表現す

れば、泉州の繊維産業集積は、大規模な都市

集積に吸収されてしまった。しかしながら、

都市化の経済や地域開発による新規の雇用

創出があり、失業問題は深刻化しなかった。 

産地動向の一例として、泉州地域の主力製

品のひとつであるタオル製造をみよう。泉州

タオルは 1880 年代に佐野村（現在の泉佐野

市）で生産が開始された。そして戦時下の企

業統合等を経て、大阪タオル工業組合が 1952

年にタオルの生産調整のために設置された。

その組合員数は 1983 年が最大（694）で、2010

年には 103へと減少し、生産量も最大時（1990

年）の 4分の１以下になった。同組合は 2007

年に、泉州タオルの地域団体商標登録を行う

などの努力を行ってきた。それは、輸入が急

増する安価なタオルに対抗するための手段

であった。 



 

 

また大阪南部綿織物工業協同組合では、

1972年には約670企業が組合に属していたけ

れども、現在は約 30 社しかない。産地には

現在も、商社が原糸を供給しており、賃織の

比率が高い。1986 年以降の織機買い上げ制度

のインパクトが大きかったが、1990 年代に中

国から製品が輸入されるようになっことの

影響も大きかった。 

 泉州北部の泉大津市は、現在でも日本の中

心的な毛布産地である。泉大津の日本毛布工

業組合によると、組合の毛布生産の量的ピー

クは1970年で、生産量や企業数、問屋数など

の関連企業数はいずれも最盛期の10分の１程

度になった。組合員数は85だが、稼動してい

る企業は半分以下にすぎない。この間、関連

業者数社で毛布の新ブランドを立ち上げて、

共同販売も行った。しかしながら、取引先の

問屋が産地の独自行動を嫌って取引停止の扱

いをしたために、この試みは中止となった。

かつての毛布関連企業は、工場の跡地等を利

用して不動産業や駐車場等を経営している。 

 

３）泉州の都市地域開発 

高度経済成長期には、堺市の内陸部に泉北

ニュータウンが開発されるなど泉州北部で

人口増加があった。泉北ニュータウンは大阪

府北部の千里ニュータウンと並ぶ大規模開

発であった。 

高度経済成長期の泉州地域の大規模開発

は、内陸部の泉北ニュータウン開発と隣海部

の堺泉北臨海工業地帯の造成である。堺泉北

臨海コンビナートは、堺市から高石市・泉大

津市の沿海部で造成され、約 2000ha の用地

に新日本製鉄（現在の新日鉄住金）、三井東

圧化学や日立造船などが進出した。しかしや

がて新日鉄の高炉廃止、日立造船の造船部門

の移転などによって未利用地が拡大した。そ

こで、大阪湾臨海地域開発整備法（1992 年）

が制度化され、マリーナ・研究教育などの施

設が整備された。 

高度経済成長期の泉州地域の大規模開発

が堺泉北臨海工業地帯と泉北ニュータウン

であるとすれば、関西新空港の建設はバブル

経済期の大規模開発である。関西空港は 1987

年に工事が開始され、1994 年に開港した。関

西空港の建設という巨大事業は、地域の雇用

情勢にはかなりの影響を与えた。けれども、

繊維産業には直接的な影響は与えなかった。 

この間、和泉・岸和田・泉佐野市の丘陵部

で、大阪府が主導したコスモポリス計画が進

展した。関西空港建設のための土砂の提供と

その跡地を利用した工業等の誘致計画であ

った。この時期、国が主導するテクノポリス

計画が全国的に進展していた。しかし、その

指定を受けなかった大阪府はこの独自開発

を構想し、実施した。これらの都市地域開発

は、大都市集積の再編を促す契機となった。 

 

４）地域産業政策と大都市圏政策 

政府は、全国に多数ある中小企業集積に対

する支援を行ってきたが、中小企業政策の政

策理念と手段は 1990 年代末に変化した。一

律に中小企業や特定産業、特定地域を支える

政策から競争力のある産業や地域を選んで、

その競争力を伸ばす政策へと変化した。「特

定産業集積の活性化に関する臨時措置法」

（1997 年）や「企業立地の促進等による地域

における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律」（2007 年）が施行され、泉州の繊維

産業にも一定程度の影響を与えた。 

他方、大阪府は企業立地促進条例に基づい

て、府下の工業を中心とする各種産業の集積

を維持することを目的に多くの自治体で産

業集積促進地域を指定した。堺市や岸和田市

など泉州の自治体も多く指定された。 



 

 

 経済産業省は、産業クラスター計画を 2001

年に開始した。全国の９経済産業局が主体で

あり、国主導の地域産業政策である。同省の

『産業構造ビジョン 2010』は、関西の主導産

業を新たに育成しようとしており、バイオ関

連産業を想定した。 

これらの産業政策とは別に大都市圏政策

がある。民主党政権の下で、大都市圏戦略基

本法（仮称）を制定する方針があった。それ

は、高度経済成長期に制定された近畿圏整備

法や首都圏整備法などを抜本的に再編する

ものとして考えられたようだ。大阪府も政府

に対して、新たな大都市圏計画を提案した。

しかしながら、この政府方針は後に大きく変

更された。大都市圏の再生は、特区制度や都

市再生法などの既存の法制度を用いること

になった。この間に、政権の交代という事態

もあった。 

このようにみてくると市場動向のみでな

く、法的整備や政策などの制度的な履歴も泉

州の産業集積に大きな影響を与えたことが

分かる。 

 

５）考察と結論 

日本の大都市圏は、欧米の大都市圏とは異

なって圏内における工業の集積規模が大き

く、それが国民経済の成長に貢献した。大阪

圏でも多様な産業集積地が形成された。泉州

地域は、繊維産業という業種特性から明治期

以降に急速に成長し、やがて衰退した。 

繊維産業は明治以降、高度経済成長期の前

半までの成長産業であり、前に述べた技術的

ロックインや収穫逓増も関連する。大都市集

積における産地動向を検討するには、首都圏

に次ぐ第２の大都市集積である大阪圏とい

う場所の特性も関連してくる。後発資本主義

国の日本の大都市圏は、西欧のそれに比べる

と、工業の中では重化学工業に特化し、時間

的に圧縮された産業再編を経験した。 

 長期的な観点から見た日本の大都市集積

は現在、工業主導の体制から研究開発や流通

など広義のサービス関連産業とより強く連

携した経済へと変化している。泉州地域の繊

維関連産業も広範なサービス関連産業との

連携が重要になるが、原糸供給などの取引関

係上の制約があって、自立的な方向を模索す

るのは容易ではない。加えてこの産業はすで

に規模縮小してきたので、大都市圏政策の枠

組みよりもむしろ、中小企業政策の観点から

支援してゆくべきだろう。その場合にも、商

工会議所の活用など多様な政策手段が考え

られる。 
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